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研究要旨 

昭和 29 年 3 月から 5 月にかけて行われたビキニ水爆実験によって被災した漁船の乗組員

について、当時の記録・資料等を収集・整理し、それをもとに外部被ばくによる線量を推

計した。 

(1) ビキニ水爆実験当時に、米国によって行われた放射線モニタリング（線量率及び放射

性降下物沈着密度）の結果に関する報告書が公開されている。これらの観測データは、

核種組成等の情報と組み合わせることで、マーシャル諸島住民の線量評価に活用されて

いる。この方法論は、水爆実験当時に近海を航行していた漁船等の乗組員の外部被ばく

による線量の推計に利用できると考えられる。 

(2)  1980 年代に米国で開発された放射性降下物分布計算コードの考え方を利用して、1

回目の水爆実験（ブラボー実験）における放射性降下物の分布図を作成した。さらに、

当該分布図と漁船の航路の重ね合わせから外部被ばくによる線量を推計するプログラム

を作成した。当該プログラムを利用して代表的漁船（近海で操業していた 10 隻、第五

福竜丸を除く）について、外部被ばくによる線量を計算した。これら 10 隻の漁船は、

ビキニ環礁の東側に主として広がる放射性降下物が降下する領域の端で漁労活動を行っ

ていたか、放射性降下物がほぼ降下し終わった後にその海域を通過したかのいずれかで

あり、外部被ばくによる線量は最大で 156 mR（1.12 mSv 相当）と推計された。 

 

A. 研究目的 

昭和 29 年 3 月 1 日から 5 月 14 日にかけ

て、米国は、太平洋諸島信託統治領（現在

のマーシャル諸島）のビキニ環礁及びエニ

ウェトク環礁においてキャッスル作戦と名

付けられた計 6 回の核実験（以下、「ビキニ

水爆実験」と記す）を実施した。それによ

って発生した多量の放射性降下物は、近海

で操業していた日本の遠洋マグロ漁船（第

五福竜丸）の乗組員に急性放射線障害を発

生させただけでなく、第五福竜丸を含む多

くの漁船の漁獲物等に放射性表面汚染を引

き起こした。 

本研究は、これら漁船の乗組員を対象に、

当時の記録・資料等を収集・整理し、被ば

く線量の評価が可能かどうかを調査するこ

とを目的とする。 

 

背景 

核爆弾の爆発による直接的損害は、爆風、

熱線及び放射線によって引き起こされる。

このうち放射線は、爆発時の核分裂及び核
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融合反応に伴う即時の成分と爆発によって

生成された核分裂生成物等に起因する残留

成分とに分けることができ、放射性降下物

（フォールアウト）による放射線は後者に

よる。 

放射性降下物は、爆発の高熱によって蒸

発した核分裂生成物、未反応の核物質及び

爆弾の構造材等が、上空の低温下において

凝縮し、粒子状の塊となって地表に降下し

たものである。地表に至るまでのその経路

等から、(a) 局地放射性降下物、(b) 対流圏

放射性降下物、及び(c) 成層圏放射性降下物

の三つに大きく分類される（UNSCEAR, 

1962; Eisenbud and Gesell, 1997）。(a)の

局地放射性降下物は、比較的大きな粒子か

らなり、爆発地点近くに概ね 24 時間以内に

降下するものとして定義される。(b)は、対

流圏に注入された比較的小さな粒子からな

る。対流圏内の気流にのってより遠方まで

運ばれ、核爆発地点と同じ緯度帯に主に広

がる。また、降雨等によって大気中から除

去され、約一ヵ月で地表に沈降するとされ

る。(c)は、成層圏に注入された粒子からな

り、年単位にもなる成層圏での長期の滞留

と拡散を経て、より広域の地表に沈降する。

ここで、(a)と(b)の区分は、事実上、放射性

降下物が 24 時間以内に地表に到達するか

否か（又は到達する大きさの粒子か否か）

によるが、とりわけ短半減期かつ高放射能

の放射性核種からなり、高線量被ばくをも

たらす場合もある(a)の局地放射性降下物に

留意すべき核爆発当日の時間帯（24 時間以

内）と、翌日以降の比較的低線量率の時間

帯とを明確に分けるという防護対策に係る

経験に基づいたものでもある。そうした観

点で、核爆発の翌日から数日間の放射性降

下物を二次（secondary）放射性降下物と呼

称する場合もある（Heidt et al., 1953）。ま

た、(b)と(c)は、あわせて世界規模の放射性

降下物（グローバルフォールアウト）と呼

ばれる。 

これらの分類の放射性降下物の相対的な

割合は、核爆弾の爆発の威力（核出力）、爆

発の高度及び爆発の周囲の環境によって変

化する。UNSCEAR（1962）によれば、核

出力 1 メガトン（Mt）以上の核爆弾に対し

て、(a)、(b)及び(c)の放射性降下物の相対割

合の近似値は、陸上爆発で 79：1：20、水

上爆発で 20：1：79、1 Mt 未満に対して、

陸上爆発で 80：20：0、水上爆発で 20：80：

0 である。陸上爆発の場合は、爆発時の上

昇気流によって巻き上げられた土砂等と核

分裂生成物等が結合するなどして大きな粒

子が形成されやすいので相対的に多くの局

地放射性降下物が生成される。一方、水上

爆発の場合は、より小さな粒子だけが生成

される。 

局地放射性降下物は、風向及び風速など

の条件によって、爆発による直接的損害（爆

風、熱線及び爆発時の初期放射線）が及ば

ない距離にまで到達する場合がある。ビキ

ニ水爆実験のうち昭和 29年 3月 1日に実施

されたブラボー実験は、この局地放射性降

下物による被害の典型例である。ブラボー

実験によって発生した放射性降下物は、米

国が事前に設定した危険区域を越え、爆発

地点から東方約 200 km にあるロンゲラッ

プ環礁にまで飛来し、住民に急性放射線障

害を引き起こした。ブラボー実験の当日、

ロンゲラップ環礁の北側海域で操業してい

た遠洋マグロ漁船「第五福竜丸」の乗組員

に対しても同様に甚大な被害を与えた。 
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 昭和 29 年 3 月から 5 月にかけて合計 6

回実施された核実験の諸元（実施日時、実

験名（コードネーム）及び核出力）を表１

に示す。1～5 回目で使用された核爆弾は、

高温による核融合反応（熱核反応）によっ

て爆発力を高めた水素爆弾であり、ビキニ

環礁で爆破された。6 回目の核爆弾は、ブ

ースト型核分裂兵器に分類されるもの（核

融合反応を部分的に利用しているものの核

出力へのその寄与は水素爆弾に比べて小さ

い）であり、エニウェトク環礁で爆破され

た。ブラボー実験とクーン実験は環礁の陸

地部分で、そのほかは礁湖内に投錨された

艀（はしけ）上で実施された。 

 

表１ キャッスル作戦の核実験一覧 

 実験日時 

（現地時間）* 

実験名 

(ｺｰﾄﾞﾈｰﾑ) 

核出力 

(Mt) ** 

1 3 月 1 日 6:45 ブラボー 15 

2 3 月 27 日 6:30 ロメオ 11 

3 4 月 7 日 6:20 クーン 0.11 

4 4 月 26 日 6:10 ユニオン 6.9 

5 5 月 5 日 6:10 ヤンキー 13.5 

6 5 月 14 日 6:20 ネクター 1.69 

* 世界協定時間及び日本時間は、それぞれ

−12 時間、−3 時間として換算する。 

** TNT 換算。広島と長崎に投下された原子爆

弾の核出力は、それぞれ 0.015 Mt、0.021 Mt

である。 

 

B．研究方法 

1. 文献調査 

ビキニ水爆実験によって被災した漁船等

について厚生労働省及び外務省が開示した

資料並びに日米政府の関係公文書等を中心

に文献調査を行う。特に物理学的手段によ

る線量復元に関係する、次の項目について

情報を整理する。 

(1) 核実験当時の現地での放射線モニタリ

ング 

(2) マーシャル諸島住民の線量再構築作業 

(3) 漁船航路 

 

2. 放射性降下物の分布とそれに基づく線

量（率）の計算 

 1980 年代に米国で開発された放射性降

下物分布予測コード及び広く利用されるガ

ウスプルームモデルによる微粒子の大気拡

散計算の考え方を利用して、マーシャル諸

島近海におけるブラボー実験による放射性

降下物の分布図を作成する。さらに、当該

分布図と漁船の航路の重ね合わせから外部

被ばくによる線量を推計する。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、国立研究開発法人放射線医学

総合研究所の倫理委員会において承認を受

けた後に実施された。 

 得られた個人情報は、国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構個人情報保護規程

26（規程）第 54 号に従い、厳重に管理し、

解析に際しては匿名化を行うなどして個人

が決して特定されないように留意した。 

 

C. 研究結果 

1. 文献調査 

(1) 核実験当時の現地での放射線モニタリ

ング 

米国原子力委員会の Health and Safety 

Laboratory（HASL；現在、国土安全保障

省 National Urban Security Technology 
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Laboratory）は、ビキニ水爆実験において、

米軍が管轄する危険区域の外側の放射線モ

ニタリングを担当し、その結果を報告した

（Breslin and Cassidy, 1955）。 

 モニタリングは、ビキニ環礁から 2,200 

km 内にある計 12 の島に設置した地上局の

自動連続放射線モニタ（GM 計数管式検出

器）と米海軍航空機に搭載した測定器（シ

ンチレーション式検出器）による。地上局

のうち、ロンゲリック環礁、マジュロ環礁、

クェゼリン環礁、ウジェラング環礁、ポナ

ペ島（現在のミクロネシア連邦ポンペイ島）

及びクサイ島（同コスラエ島）のそれは、

爆心地から約 250～900 km における照射

線量率の連続的な記録と放射性降下物が飛

来した時刻を与えた。また、マーシャル諸

島のほとんどの環礁をカバーした航空機に

よる観測結果は、減衰曲線（t−1.2、ここで t

は核爆発からの経過時間(h)）を当てはめる

ことによって観測の前後の時刻に外挿され

た。これら観測された線量率を、核実験と

核実験の間のインターバルにわたって積分

することによって、各環礁における外部被

ばくによる線量（屋外に滞在し続けた場合）

が推定された。図 1 にマーシャル諸島の地

図、表 2 にそれぞれの環礁について推定さ

れた線量を示す。なお、ここで線量の単位

は照射線量(R)であり、1 R は、周辺線量当

量で約 10 mSv、後述する換算手順に基づけ

ば実効線量で 7.2 mSv に相当する。 

アイリンギナ†、ロンゲラップ†、ロンゲ

リック†、ビカール、ウチリック†、タカと

いったビキニ環礁の東側で、かつ、距離の

近い環礁で線量が高い。これらのうち、無

人島を除く 4 島（†印）で、一回目のブラ

ボー実験から数日の間に住民等の避難が行

われた。これらの島への放射性降下物の到

来はいずれも爆発後 24 時間以内（Steton et 

al., 1956）であるので、典型的な局地放射

性降下物によるものと言える。これは、ロ

ンゲラップ環礁の北側海域で操業していた

第五福竜丸も同様である。一方、爆発地点

からより遠方の島については、距離が離れ

るにつれ線量が大きく下がる傾向が見て取

れる。これらは、前述した分類に基づくと、

いずれも対流圏放射性降下物によるもので

ある。計 6 回の核実験による線量の内訳を

みると、一回目のブラボー実験からの線量

寄与が全体の多くを占める。 

 また、航空機によるモニタリングとは別

に、HASL は、面積 1 平方フィートの粘着

紙（gummed paper）を用いる放射性降下

物の観測を米国内外の関係機関の協力のも

と全世界規模で実施した（Eisenbud, 1956）。

地上から高さ 1 m に水平に置かれた粘着紙

は、毎日交換され、灰化処理したのち GM

計数管による測定によって全β放射能とし

て評価された。キャッスル作戦の際にも、

マーシャル諸島近海（表 2 に示したマジュ

ロ環礁やクェゼリン環礁等の地上局）で観

測が行われ、その結果は、US Weather 

Bureau（現在、国立気象局）の List（1955）

及び Machta et al.（1956）によって報告さ

れた。これらの報告は、対流圏放射性降下

物が、貿易風によって爆発地点の西側に広

がる成分と、対流圏上層の風によって東側

に広がる成分とに大きく分けられることを

示す。特に List の報告では、毎日の放射性

降下物の広がりの程度が、それぞれの観測

地点における観測値とともに、100 dpm/ft2

（1 平方フィート当たりの毎分崩壊数）に

相当する等値線として図示されている。粘
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着紙で記録された最大値は、マジュロで約

100 万 dpm/ft2（現地時刻 3 月 4 日 0:30～3

月 5 日 0:30、ここでは観測時刻の中間点に

減衰補正した値）であるが、これは同日に

マジュロで観測された線量率と照らし合わ

せると、約 1～2 mR/h（周辺線量当量率で

約 10～20 Sv/h）（Breslin and Cassidy, 

1955）に過ぎない。したがって、List の報

告に示された放射能の等値線図は、爆心地

近くの局地放射性降下物による線量寄与が

支配的な地域を除き、対流圏放射性降下物

による線量率が決して高くはなかったこと

を示す。 

(2) マーシャル諸島住民の線量再構築作業 

住民避難が行われたロンゲラップ環礁等

の 4 環礁については、陸上での線量率の観

測に基づく線量評価が行われた（Sondhaus 

and Bond, 1955; Lessard et al., 1985）。最

大線量は、ロンゲラップ環礁の約 200 R で

あり、前述した航空機モニタリングによる

結果と大きく変わらない。 

 一方、住民避難が行われなかったアイル

ック環礁等を含むマーシャル諸島の全島に

ついて、線量率の直接観測に基づくこれま

での方法とは別の方法に基づく、線量再構

築作業が近年進められている（NCI，2004）。

最新の報告（Bouville et al., 2010; Beck et 

al., 2010; Simon et al., 2010）によれば、

任意の時刻における各島の線量率は、 

X(t) = D × C × f(t)  …(1)式 

X(t): 時刻 t における照射線量率(R/h) 

D: 137Cs 沈着密度(Bq/m2) 

C: 137Cs 沈着密度から、時刻 t= 12 (h)

における全核種による寄与を含む線量

率への換算係数(R/h per Bq/m2) 

f(t): 減衰曲線（ここでは f(t=12) = 1.0） 

から計算される。ここで、137Cs 沈着密度は

それぞれの島で観測された値に基づく。換

算係数 C 及び関数 f(t)は、Hicks（1984）に

よる計算値であり、137Cs だけでなく短半減

期核種による寄与も含まれる。(1)式を、放

射性降下物の到着時間（TOA: Time of 

Arrival）以降に積分することによって線量

(R)を求めることができる。 

代表的な環礁での 137Cs 沈着密度と TOA

をそれぞれ図 2、図 3 に示す（Beck et al., 

2010）。HASL による航空機モニタリング

による結果と同様に、ビキニ環礁の東側で、

かつ、距離の近い幾つかの環礁で、10 

kBq/m2 を超える高い 137Cs 沈着密度及び

24 時間以内の TOA として評価された。 

これらの数値を用いて、ビキニ環礁の東

側約 500 km にあるビカール環礁及びウチ

リック環礁ついて、(1)式から算出した線量

率と航空機モニタリングによる線量率を比

較した結果を図 4 に示す。この計算では、

TOA と同じ時刻に全ての放射性降下物が

地表に沈着し、かつ時間による減衰を表す

関数 f(t)が t−1.2 で近似されると仮定した。

計算及び観測による線量率カーブはよく合

う。時間が経過するにつれ、計算値＞観測

値になるが、これは、観測値が風雨等の自

然要因による減衰の影響を受けるためと考

えられる。こうした影響を含まない計算値

は、ある一定期間にわたる積算線量を計算

する場合、むしろ保守的な結果を与えると

考えられる。 

(3) 漁船航路 

厚生労働省及び外務省等から公開された

漁船の航路（経緯度で表された位置座標）

情報等に基づき、ブラボー実験の際にビキ

ニ環礁の東側海域を航行し、放射性降下物
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による何らかの影響を受けた、あるいはそ

の恐れのある船（第十二高知丸、第五明神

丸、第十三光栄丸、第七大丸、第十一高知

丸、第二幸成丸、瑞洋丸、第十二宝幸丸、

尾形海幸丸、及び第十宝成丸）についてそ

の航路を地図上に転記したものを図 5 に示

す。また、比較のため第五福竜丸の航路も

示す。 

 このうち、第五福竜丸を除き、核実験の

24 時間以内にマーシャル諸島領海（北緯 15

度以南・東経 175 度以西）を航行した船は

見当たらない。なお、図で東経 175 度以西

の領域が、昭和 29 年 3 月 18 日に設定され

た水産庁指定要報告区域である。 

 

2. 放射性降下物の分布とそれに基づく線

量（率）の計算 

“マーシャル諸島住民の線量再構築作業”で

の論考の通り、任意座標における 137Cs 沈

着密度と TOA が推定できれば、その座標に

おける線量率の計算が可能であり、また、

それをC.1.(3)で示した漁船の航路に沿って

積分することで漁船毎に線量の算出が可能

になると考えられる。ここでは、放射性降

下物による線量が特に高いと考えられるブ

ラボー実験について、上記方法の適用を試

みた。 

 まず、ブラボー実験における放射性降下

物の広がりの傾向を調べるため、それぞれ

の環礁における 137Cs 沈着密度を爆発地点

からの方位の関数として整理したものを図

6 に示す。ここで、横軸は、方位（北を 0

度として時計回り）、縦軸は、137Cs 沈着密

度にその島までの距離を乗じた値である。

ここで、距離及び方位の計算は、国土地理

院の測量計算サイトを利用した。この図か

ら、放射性降下物は、東側に広がる成分（主

に局地放射性降下物による）とそれ以外の

方位に広がる成分（主に対流圏放射性降下

物による）とに明確に分離することができ、

特に後者の分布については、方位 50～270

度の範囲で沈着密度×距離が方位に依存せ

ずにほぼ一定の値になることから、爆心地

からの距離の逆数に比例する分布モデルに

よって近似的に表現できることが示唆され

た。そこで、前者の局地放射性降下物の分

布については、1980 年代に米国で開発され

た局地放射性降下物分布予測コードの計算

モデル、後者の対流圏放射性降下物の分布

については、ガウスプルームモデルを用い

ることとした。 

 本研究で使用した局地放射性降下物分布

の計算モデルは、Norment（1981）が開発

した放射性降下物分布予測コード DNAF-1

のものである。このコードは、陸上での核

実験で観測された粒径分布を持つ粒子の高

高度からの水平投射を計算するものであり、

様々な核出力（降下の始点になる高度が変

わる）における粒子の地表沈着の割合が爆

発後の経過時間の関数として解析的な表現

（数式）でコードに組み込まれていること

を特徴とする。計算に必要な情報は、核出

力（0.1 kt～100 Mt）、単一の実効的な風速

等である。DNAF-1 の計算結果は、任意の

位置における単位面積当たりの放射性降下

物の割合と、それに K ファクターと呼ばれ

る換算係数を乗じて得られる照射線量率

(R/h)であるが、ここでは前者の量に着目し、

代表的な環礁におけるその量を、その島に

ついて評価された 137Cs 沈着密度に規格化

することで、局地放射性降下物が沈着した

全域にわたる 137Cs 沈着密度分布を得た。
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規格化点は、ビカール環礁とアイルック環

礁とし、それぞれの方位における風速は、

距離と TOA からそれぞれ 8.3、5.6 m/s と

算出した。 

一方、対流圏放射性降下物の分布につい

ては、ガウスプルームモデルのうち、1,000 

km を超える距離までその適用を拡大した

UNSCEAR（2000）のモデル―適当な方位

に分割した扇形内で放射性粒子の濃度が一

様分布すると仮定―を利用した。このモデ

ルでは、濃度は、扇形の弧長、すなわち中

心からの距離に逆比例することになるので、

図 6 から予想される対流圏放射性降下物の

広がりと結果的によく合う。計算では、全

方位を 12 の扇形に均等に分割し、その扇形

内に含まれる環礁の距離と TOA から算出

した平均風速について大気安定度別に濃度

の距離による変化（最終的には異なる大気

安定度に対するその変化の算術平均）を求

め、距離 500 km 以遠においてその濃度勾

配を距離の冪乗で表すための冪指数（−1.1

～−1.4）を算出した。図 6 から、距離 500 km

における 137Cs 沈着密度を方位に関係なく

300 Bq/m2 とし、それを上記の冪演算で内

外挿することによって、任意の距離と方位

における 137Cs 沈着密度分布を得た。なお、

この方法の場合、0～50 度及び 270～360

度の方位で一桁程度 137Cs 沈着密度を高め

に見積もる結果となる。 

 DNAF-1 モデルによって評価したビカー

ル環礁方面及びアイルック環礁方面の放射

性降下物による 137Cs 沈着密度、ガウスプ

ルームモデルによって評価した全方位につ

いての放射性降下物による 137Cs 沈着密度、

及びそれらを単純に合計した 137Cs 沈着密

度を、Beck らによる 137Cs 沈着密度評価値

と比較した結果を表 3 に示す。DNAF-1 モ

デル等に基づき評価した値は、爆心地に近

い環礁（ロンゲラップ環礁等）でやや過小

な値を示すものの、それ以外で、ファクタ

ー2 程度で Beck らによる 137Cs 沈着密度評

価値に合う。これらのモデルを使用して、

東経 157 度～西経 178 度及び北緯 1～20 度

の範囲について経度緯度それぞれ 1 度メッ

シュで 137Cs 沈着密度の分布図を作成した。

この分布図を基に、(1)式を用いて計算した

線量率を、等線量率線として表したものを

図 7（DNAF-1 モデルの計算によるビカー

ル環礁方面成分とアイルック環礁方面成分

の合計）及び図 8（ガウスプルームモデル

の計算による全方位一様成分）に示す。ま

た、図 7 及び図 8 の線量率を、二回目の水

爆実験前日の3月26日まで積分することに

よって得られた等線量線を、それぞれ図 9、

図 10 に示す。なお、これら図中の線量及び

線量率は、陸上相当での値である。 

 次に、137Cs 沈着密度分布（とそれに基づ

く線量率）と図 5 に示した漁船航路の重ね

合わせから線量を計算するプログラムを作

成した。本プログラムは、以下に示す条件

で線量を計算する。(i) 放射性降下物が到達

するポイントに、漁船が TOA 以前から滞在

していた場合、放射性降下物の全量が漁船

上に沈着し、漁船の移動経路に関係なく、

TOA から指定時刻まで(1)式を時間積分す

る。(ii) 放射性降下物が到達するポイント

に、漁船が TOA 以降に進入してきた場合、

その進入時刻における線量率の 1/300 を海

上からの線量寄与として移動経路に沿って

積分する。ここで、陸上相当の線量率から

海上相当の線量率への変換は文献（Thomas 

et al., 1991）による。 
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代表的な漁船（第十二高知丸及び第二幸

成丸）について、137Cs 沈着密度と TOA の

ヒートマップに、それぞれの航路を重ね合

わせたものを図 11～12 に示す。航路ととも

に図中に示した数字は、爆発からの経過時

間（マイナス符号は爆発までの時間）であ

る。第十二高知丸（図 11）は、放射性降下

物が落ちてきた時刻以前からその分布の南

端近くで操業しており、その後、放射性降

下物が既に落ちた後の海域を横切るように

北西方向に航行した。また、第二幸成丸（図

12）は、放射性降下物が既に落ちた後の海

域を通過した。 

 代表的漁船（10 隻）について、外部被ば

くよる線量を推計した結果を表 4 に示す。

放射性降下物が到来した時刻に、その分布

の南端付近で操業していた第十二高知丸及

び第五明神丸で線量が最大（156 mR）とな

った。この値は、放射性降下物からのγ線

の平均エネルギー  0.7 MeV（Glasstone 

and Dolan, 1977）に対する ICRP Publ. 74

（ICRP、 1996）の回転ジオメトリにおけ

る空気カーマ－実効線量換算係数 0.817 

(Sv/Gy)を用いると、 0.156 (R) × 8.76 

(mGy/R) × 0.817 (Sv/Gy) = 1.12 mSv とな

る。また、汚染した海域を通過しただけの

漁船の線量は低い。 

 

D. 考察 

(1) ブラボー実験における代表的漁船の線

量について 

 第五福竜丸を除けば、ビキニ環礁の東側

海域に広がる高レベルの放射性降下物の分

布域に、特に爆発後 24 時間以内に滞在して

いた漁船はない。放射性降下物分布の端で

漁労活動していたものと、放射性降下物の

降下後にその海域を通過した漁船の 2 パタ

ーンがあるのみで、これらの漁船の外部被

ばくによる線量は最大でも 156 mR と推計

された。これは、マーシャル諸島の南側の

環礁（例えばマジュロ環礁）の住民と同じ

程度の被ばく線量である。 

 また、今回推計した線量の増減要因とし

て、(i) 降雨等の影響、(ii) 漁船表面（甲板

等）の有限面積による影響、(iii) 放射性降

下物の降下期間の延長による影響が考えら

れる。(i)は、放射性降下物が通過する経路

上で、どのタイミングで降雨が生じるかに

よって、増減どちらも起こりうる。すなわ

ち、降雨が、放射性降下物が漁船のちょう

ど真上に達したときであれば増え、それ以

前であれば減る。(ii)については、漁船表面

（甲板等）の面積補正をすれば、線量は下

がる。これは、(1)式で使用する換算係数が、

地上の広い範囲に放射性降下物が一様に沈

着した場合を前提にしたものであるためで

ある。放射性降下物が沈着する面積が小さ

くなれば、線源となる放射性降下物の総量

が減り、必然的に線量（率）は下がること

となる。また、(iii)についてであるが、今回

の推計では、放射性降下物が TOA と同じ時

刻にその全量が沈着すると仮定した。この

仮定は、漁船が移動しない場合であれば、

漁船上に落ちた放射性降下物による線量率

の積分期間をむしろ長くとる計算になるの

で保守的な線量推計をもたらす。これに対

して、放射性降下物の降下が、TOA からあ

る期間にわたって継続し、かつ移動中の漁

船の航路がその期間と部分的に重なる場合、

その重なりの程度によって放射性降下物の

漁船への沈着量及びそれによる線量に増減

が生じる可能性がある。ただし、長く継続
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した降下期間は、放射性降下物の単位時間

当たりの沈着密度を減じることになるので、

大幅な増減の要因になるとは考えにくい。 

(2) 内部被ばく線量について 

マーシャル諸島の全ての環礁の住民に対

する内部被ばくによる線量が Simon et al.

（2010）によって推計されている。ここで

は、外部被ばくによる線量が、漁船に対す

る今回の線量推計値と近いマジュロ環礁に

着目する。Simon らによれば、ブラボー実

験によるマジュロ環礁住民の外部被ばく線

量は 2.2 mGy、これに対して甲状腺線量は

5.4 mGy である。また、甲状腺以外の赤色

骨髄、胃壁、及び結腸の線量はいずれも外

部被ばく線量を超えるものではなく、また、

このことは、長半減期核種の摂取による慢

性的な線量寄与の増分を加えても同様であ

る。このため、漁船乗組員の内部被ばくに

よる線量は、マジュロ環礁の住民等と同様

に、外部被ばくによる線量よりも低いと考

えらえる。 

 

E. 結論 

昭和 29年 3月から 5月にかけて行われた

ビキニ水爆実験によって被災した漁船の乗

組員について、当時の記録・資料等を収集・

整理し、それをもとに外部被ばくによる線

量を推計した。 

(1) ビキニ水爆実験当時に、米国によって行

われた放射線モニタリング（線量率及び放

射性降下物沈着密度）の結果に関する報告

書が公開されている。これらの観測データ

は、核種組成等の情報と組み合わせること

で、マーシャル諸島住民の線量評価に活用

されている。この方法論は、当時近海を航

行していた漁船等の乗組員の外部被ばくに

よる線量の推定に利用できると考えられる。 

(2) 1980 年代に米国で開発された放射性降

下物分布計算コード等の考え方を利用して、

ブラボー実験における放射性降下物の分布

図を作成した。さらに、当該分布図と漁船

の航路の重ね合わせから外部被ばくによる

線量を推計するプログラムを作成した。当

該プログラムを利用して代表的漁船（近海

で操業していた 10 隻、第五福竜丸を除く）

について、外部被ばくによる線量を計算し

た。これら 10 隻の漁船は、ビキニ環礁の東

側に主として広がる放射性降下物が降下す

る領域の端で漁労活動を行っていたか、放

射性降下物がほぼ降下し終わった後にその

海域を通過したかのいずれかであり、外部

被ばくによる線量は最大で 156 mR（1.12 

mSv 相当）と推計された。 
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